
 

2024年 10月 31日 

各 位 

会 社 名 株式会社レスター 

（コード：3156 東証プライム市場） 

代表者名 代表取締役副社長 朝香 友治 

問い合わせ先 専務執行役員   二島 進 

（電話：03‐3458‐4618） 

 

資本業務提携及び第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 

 

当社は、2024年 10月 31日付の取締役会において、新光商事株式会社（以下「割当予定先」又

は「新光商事」といいます。）との間で、資本業務提携（以下「本資本業務提携」といいます。）

を行うこと、新光商事に対する第三者割当による自己株式の処分（以下「本第三者割当」といい

ます。）及び、新光商事との間で本資本業務提携を定める契約（以下「本資本業務提携契約」とい

います。）を締結することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．本資本業務提携の概要 

１．本資本業務提携の目的及び理由等 

(１)本資本業務提携の目的及び理由 
当社は、「世界・社会貢献・共創と革新」の経営ビジョンのもと、半導体・電子部品の販売・

ソリューション提供をはじめ、放送・公共向けの映像・音響・通信機器の取り扱い、NFC（近

距離無線通信）技術を融合した決済・出入管理システムの開発・製造・販売、太陽光・風力発

電所をはじめとする再生可能エネルギーの企画・オペレーション、植物工場運営など多岐に

わたる事業活動を行い、あらゆるニーズに対応できる「エレクトロニクスの情報プラットフ

ォーマー」を目指しております。また、多様な事業展開を通じて保有する情報を価値に変え、

グループシナジーの創出とともに様々なパートナー企業との共創により社会課題である地域

創生にも取り組み、新たなサービスの創造・提供に努めております。 

当社は、2024年４月１日付のグループ事業再編により、従来、半導体及び電子部品事業、

調達事業、電子機器事業及び環境エネルギー事業の４つのセグメントであったものを、本日

現在、（ⅰ）デバイスビジネスユニット（以下「デバイスＢＵ」といいます。）及び（ⅱ）シス

テムビジネスユニット（以下「システムＢＵ」といいます。）のセグメント構成としています。

加えて、2027年３月期を最終年度とする2024年５月28日付中期経営計画（以下「本中期経営

計画」といいます。）において（ⅲ）ＩＴ＆ＳＩｅｒ ビジネスユニット（以下「ＩＴ＆ＳＩｅ

ｒ ＢＵ」といいます。）と（ⅳ）エンジニアリングビジネスユニット（以下「エンジニアリン

グＢＵ」といいます。）の２つの新たなビジネスユニットを確立し、事業拡大に向け取り組ん

でおります。 

当社における根幹の事業を担うデバイスＢＵは、国内外の半導体・電子部品及び関連商材

の販売、画像系を中心としたセンサー・液晶等、半導体・電子部品等の取扱商材の組み合わ

せによる商材単体販売ではないシステムやモジュール提案、ＡＩを活用した高付加価値ソリ

ューションの提供、液晶系・海外サプライヤー商材を中心とする技術サポート及びエンジニ

アリングサービスの提供、エレクトロニクスに係るグローバル調達トレーディングと関連業



務の受託サービスによる最適なサプライチェーンマネジメントの提案などを営み製造業を中

心とした数多くのアカウントを確保するに至りました。また、Ｍ＆Ａや資本業務提携による

新規商材・サービス、機能の獲得を通じて、既存顧客との関係性を深めつつ、新たな顧客開

拓にも取り組んでまいりました。 

 

同じく半導体事業を営む新光商事は、創業70年以上の歴史を持ち、半導体・電子部品販売

のほか、電子機器受託製造（以下「ＥＭＳ」といいます。）コーディネート事業、システムＬ

ＳＩ設計の支援、ＦＰＧＡ／ＣＰＬＤを含むＡＳＩＣ開発やマイコン開発の設計受託開発な

ど様々なソリューションの提供により、産業機器、自動車電装機器関連をメインにＯＡ機器、

娯楽機器関連まで幅広い分野において、強固な顧客基盤を構築しています。 

 

両社が属する半導体商社業界は、５ＧやIоＴ、更にはＡＩなど新たに台頭する技術への対

応、地政学的リスクへの対策強化やグローバル競争の激化、環境規制の強化、メーカーの直

販化といった変化への対処が重要となっております。加えて、調達・物流・金融・保険とい

った従来の商社機能から新規事業の創出・未開拓市場への展開など取引先から求められる役

割の高度化が加速しています。 

 

この様な環境の下、当社は本中期経営計画におけるデバイスＢＵの重点施策として、顧客

や仕入先の市場環境、経営戦略、重要課題を把握し、最適なサービス提供を行うアカウント

プランニングの強化に注力をしております。一方で、新光商事は、2024年４月11日付け「主

要取引先との特約店契約終了に関するお知らせ」のとおり、2024年９月30日付で主要取引先

との特約店契約を終了いたしました。このような状況の下、新光商事は構造改革の遂行とと

もに、長年培った国内の車載・産業機器・ОＡ機器・アミューズメント関連顧客への強力な

販路を最大活用しつつ、新規商材の獲得を模索してまいりました。また、当社が進めるロン

グテール戦略において、規模・資金力・商材・人員リソース・技術力等、それぞれの経営リソ

ースの共有によって、マスマーケット市場の深耕を始め、技術力・提案力を一層強化するこ

とができると判断いたしました。両社は、双方の成長に資する施策を推進していく上で協業

により以下のシナジー効果の創出が可能であるとの考えに至りました。 

 

■ 両社の協業施策とシナジー効果 

1. 顧客基盤、販売ネットワークの拡充： 

当社が持つ7,000社を超える製造業を中心とした広範な顧客基盤と、新光商事が日本各地

に有する優良な取引先ネットワークを活用し、両社の販売力を強化することによる、さ

らなる市場拡大と顧客への付加価値の提供。 

2. 製品ポートフォリオの拡充： 

両社が持つ競争力の高いセンサーや電子部品、材料等の多様な製品群を、互いの強固な

顧客基盤へ向けて相互販売(クロスセル)することによる既存事業の深耕。 

3. 技術協業及び体制強化： 

当社のデバイスＢＵ、ＩＴ＆ＳＩｅｒ ＢＵ及びエンジニアリングＢＵにおける半導体設

計・信頼性試験に関する事業と、新光商事のデザインセンターにおける車載関連事業の

人材・技術の補完によるＬＳＩ設計から組込みソフトウェア、システム提案の一貫した

包括的なエンジニアリング事業の展開と、技術リソースの質・量の拡充によるＦＡＥ（注）

強化を通じたデバイスサポートの向上。 

4. ＥＭＳコーディネートの推進による製造関連のソリューション提案力強化： 

新光商事が有する豊富なＥＭＳコーディネート実績を軸に、当社の調達力及び多様な製

品群を用い、製造業を中心とした広範な顧客に対するＥＭＳ対応含めた製造までのワン

ストップソリューション提案力を強化し、顧客の製品開発・製造プロセスを総合的に支

援。 

 

当社としては、本資本業務提携を通じてこれらの協業施策を推進することで、ステークホ



ルダーの満足度向上と企業価値の一層の拡大を図るとともに、両社の持続的成長に資するも

のであると考えております。 

 

（注）ＦＡＥとは、Field Application Engineerの略であり、技術営業職とも呼ばれます。 

 

(２)本資本業務提携に至る経緯 

上記「(１)本資本業務提携の目的及び理由」に記載のとおり、当社は、デバイスＢＵにおいて、

製造業を中心とした優良なアカウント資産を最大活用し、取引先の属する市場環境、経営戦略、

重要課題の分析を深める一方、提案力を強化するべくＭ＆Ａや資本業務提携による新規商材・サ

ービス、機能の獲得を進めてまいりました。国内でもグローバル競争力の高い車載や産業機器等

の製造業向け販売においては、国内各地に優良メーカーが数多く存在するため、当社は、グルー

プのリソースに留まらず、地域の協力会社とのアライアンスによる販売体制の強化にも努めてお

りました。 

そのような中、当社は、2024年６月より、同じく車載や産業機器市場で半導体卸売業を長く営

む新光商事との間で業務提携による両社の関係性強化等について意見交換を開始しました。当社

は、新光商事との間で、当社の有する豊富なラインカードを、新光商事が有する国内の幅広い販

売網及び顧客との強いコネクションを活用することにより、マスマーケット市場の開拓や、ＦＡ

Ｅや半導体設計開発等の技術協業やＥＭＳ事業での連携について協議を進めました。両社の協業

施策によるシナジー効果創出の蓋然性を確認することができたため、2024 年 10 月初旬より、両

社の業務提携についてのより具体的な協議を行ってまいりました。また、業務提携を進めるにあ

たり、両社の協力体制を構築し、業務提携をより確実なものにするための相互の株式保有につい

ても協議を行い、本資本業務提携を実施することといたしました。 

 

２．本資本業務提携の内容 

(１)業務提携の内容 

当社及び新光商事は、本資本業務提携契約に定める業務提携を通じ戦略的パートナーシップを

構築いたします。それぞれが有する経営資源、経営ノウハウを有機的に活用し、両者並びにその

子会社、関連会社及び関係会社を含む企業グループの事業効率の向上等を図り、互いの利益拡大

を目的とし、半導体、電子部品、電子機器、自動車電装機器を含むデバイスの販売及び実装に関

する事業、ソフトウェアの受託開発等に関する事業、ＥＭＳコーディネートに関する事業及びソ

リューションサービスに関する事業の業務提携を行います。具体的な協業施策については、上記

「(１)本資本業務提携の目的及び理由」をご参照ください。 

 

(２)資本提携の内容 

当社は、本第三者割当により、新光商事に当社の普通株式 550,000株（議決権数 5,500個）（2024

年９月 30日現在の当社の発行済株式総数に対する割合 1.83％、議決権総数に対する割合 1.83％、

総額約 15億円）を割り当てます。 

また、当社は、新光商事の普通株式 1,550,000株（議決権数 15,500個）（2024年９月 30日現

在の新光商事の発行済株式総数に対する割合 4.08％、議決権所有割合 4.52％、総額約 15 億円）

を取得する予定です。なお、当該新光商事の普通株式の取得に要する資金は、下記「Ⅱ．第三者

割当による自己株式の処分 ３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 （２）調達する資

金の具体的な使途」のとおり、実質的には、本第三者割当により調達する資金により充当される



ものとなります。 

資本提携の詳細は、下記「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分」もご参照ください。 

 

３．本資本業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 新光商事株式会社 

（２） 所 在 地 東京都品川区大崎一丁目２番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 小川 達哉 

（４） 事 業 内 容 電子部品事業、アセンブリ事業、その他の事業 

（５） 資 本 金 9,501百万円（2024年９月 30日時点） 

（６） 設 立 年 月 日 1953年 11月 25日 

（７） 発 行 済 株 式 数 38,010,566株（2024年９月 30日時点） 

（８） 決 算 期 ３月末 

（９） 従 業 員 数 （連結）656名（2024年３月 31日時点） 

（10） 主 要 取 引 先 日本電気株式会社 

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社横浜銀行 

（12） 

大株主及び持株比率 

（発行済株式（自己

株式を除く。）の総数

に対する所有株式の

割合）（2024 年９月

3 0 日 現 在 ） 

有限会社キタイアンドカンパニー 14.29％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口） 
9.22％ 

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE NON TREATY 

CLIENTS ACCOUNT 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

8.05％ 

野村 絢 

（常任代理人 三田証券株式会社） 
5.75％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 3.43％ 

株式会社横浜銀行 

（常任代理人 株式会社日本カストディ銀行） 
3.34％ 

株式会社三井住友銀行 2.98％ 

北井 暁夫 2.82％ 

株式会社日本カストディ銀行（三井住友信託銀

行再信託分・ＴＤＫ株式会社退職給付信託口） 
2.04％ 

加賀電子株式会社 1.50％ 

（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません 

 人 的 関 係 該当事項はありません 

 取 引 関 係 販売の取引関係があります。 

 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません 

（14） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態（注２） 

決算期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 

 連 結 純 資 産 51,945 52,560 56,119 



 連 結 総 資 産 88,951 98,827 99,813 

 連 結 売 上 高 135,205 179,076 175,847 

 連 結 営 業 利 益 4,163 7,128 4,878 

 連 結 経 常 利 益 4,103 6,841 4,768 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
2,821 4,706 3,194 

 
１ 株 当 た り 

連 結 当 期 純 利 益 （ 円 ） 
76.11 137.77 96.53 

 １株当たり連結純資産（円） 1,409.01 1,567.87 1,671.25 

 
１株当たり配当金（内１株当

たり中間配当金）（円） 

59.50 

(23.0) 

69.00 

(29.0) 

48.50 

(26.5) 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

（注）１．特記しているものを除き、本日現在のものであります。 

２．割当予定先である新光商事は、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」と

いう。）プライム市場に上場しており、新光商事が東京証券取引所に提出した 2024年

６月 25日付「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」の「Ⅳ内部統制システム等

に関する事項 ２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況」にお

いて、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況が記載されており、

当社は当該内容及び基本的な方針を確認したことから、新光商事及びその役員が反社

会的勢力とは一切関係がないと判断しております。 

 

４．日程 

（１）本資本業務提携及び本第三者割当に関する取締役会決議日  2024年 10月 31日 

（２）本資本業務提携及び本第三者割当に関する契約締結日     2024年 10月 31日 

（３）本資本業務提携契約による業務提携の開始日      2024年 11月１日（予定） 

（３）本第三者割当に関する払込期日       2024年 11月 20日（予定） 

 

 

Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 

１．処分の概要 

（１） 処 分 期 日 2024年 11月 20日 

（２） 処 分 株 式 数 普通株式 550,000株 

（３） 処 分 価 額 １株につき 2,652円 

（４） 調 達 資 金 の 額 1,458,600,000円 

（５） 処 分 方 法 

（割当予定先） 

第三者割当の方法により、新光商事株式会社に全株式を

割り当てます。 

（６） 
そ の 他 

上記各号については、金融商品取引法による届出の効力

発生を条件とします。 

 

２．処分の目的及び理由 

上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １．本資本業務提携の目的及び理由等」をご参照ください。 



 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 1,458,600,000円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 7,000,000円 

③ 差 引 手 取 概 算 額 1,451,600,000円 

(注)１. 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２．発行諸費用の概算額の内訳は、有価証券届出書等の書類作成費用（弁護士費用等）であ

ります。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途 金 額 支出予定時期 

新光商事の普通株式取得資金 1,451百万円 2024年 11月 20日 

  

上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １．本資本業務提携の目的及び理由等」に記載のとおり、

当社と割当予定先である新光商事との間での業務提携を進めるにあたり、相互に株式を取得する

ことが、両社の協力体制を構築し、業務提携をより確実なものにすると判断し、新たに資本関係

を構築することといたしました。そのため、本第三者割当により調達する上記差引手取概算額

1,451 百万円につきましては、その全額を、本資本業務提携契約に基づき 2024 年 11 月１日に約

定予定の東京証券取引所の市場内立会外取引（ToSTNet-１）の方法による新光商事の普通株式の

取得に係る資金に充当します。当社は、本第三者割当に係る払込みに先立ち、2024年 11月６日ま

でに新光商事の普通株式の取得対価として売主に対して自己資金から約 15 億円を支払う予定で

あり、その後、本第三者割当による自己株式処分に際し、払込期日である 2024 年 11 月 20 日に、

払込金額の総額として当該金額と概ね同額である 1,451 百万円が新光商事より当社に対して支払

われ、自己資金に補填される予定です。したがって、本第三者割当は、実質的には、新光商事の

普通株式の取得対価の支払として行われるものとなります。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

本第三者割当は、上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １．本資本業務提携の目的及び理由等」

に記載のとおり、新光商事との業務提携と併せて実施するものであり、両社の業務提携をより確

実なものにするためのものであります。本第三者割当により調達した資金をかかる使途に充当す

ることにより、当社の中長期的な企業価値向上に資するものと考えており、本第三者割当の資金

使途については合理性があると判断しております。 

 

５．処分条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

本株式の払込金額は、割当予定先である新光商事との協議を経て、本第三者割当に係る取締役

会決議日の直前営業日（2024年 10月 30日）の東京証券取引所における当社普通株式の終値であ

る 2,652円といたしました。 

当社が取締役会決議日の直前営業日の終値を払込金額としたのは、当社の企業価値を最も合理

的に反映していると考えられる当社普通株式の市場価格を基準に決定しており、日本証券業協会



の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」では、第三者割当増資の払込金額は、原則として取

締役会決議日の直前営業日の株価に 0.9 を乗じた額以上の価額であるべきこととされているため、

この払込金額は合理的であると認識しております。 

なお、当該払込金額は取締役会決議日の直前営業日までの直近１か月間の終値平均値 2,695 円

（円未満を四捨五入。以下、終値平均値の算出について同じ）に対して 1.60％のディスカウント、

取締役会決議日の直前営業日までの直近３か月間の終値平均値 2,737円に対して 3.11％のディス

カウント、取締役会決議日の直前営業日までの直近６か月間の終値平均値 2,892 円に対して

8.30％のディスカウントとなっております。 

また、本株式の払込金額の決定にあたっては、当社監査等委員会より、上記記載と同様の理由

により当該払込金額の算定根拠には合理性があり、また、日本証券業協会の「第三者割当増資の

取扱いに関する指針」に準拠したものであり、割当予定先に特に有利な払込金額には該当せず、

当該払込金額は適法である旨の意見を得ております。 

 

（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本第三者割当における処分株式数 550,000 株（議決権数 5,500 個）は、2024 年９月 30 日現在

の当社発行済株式総数 30,072,643 株（議決権総数 300,312 個）の 1.83％（議決権総数に対し

1.83％）（小数点第三位を四捨五入）に相当するものです。しかしながら、当社としては、本第三

者割当により調達した資金を上記の資金使途に充当することにより、今後の当社の企業価値向上

に寄与するものと見込まれ、既存株主の利益にも資するものと判断しております。以上より、今

回の処分数量及び株式の希薄化の規模は、かかる目的達成のうえで合理的であると判断いたしま

した。 

 

６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 ３．本資本業務提携の相手先の概要」に記載のとおりであ

ります。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社が割当予定先として新光商事を選定した理由は、上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １．

本資本業務提携の目的及び理由等」に記載のとおりであります。 

また新光商事との本資本業務提携の主な内容につきましては、上記「Ⅰ．本資本業務提携の概

要 ２．本資本業務提携の内容」をご参照ください。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

割当予定先からは、本第三者割当により取得する当社普通株式を現時点では中長期的な視点で

保有する方針であることを口頭で確認しております。 

なお、当社は、割当予定先から、割当予定先が払込期日から２年以内に本第三者割当により処

分される株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対して書面により報告する

こと、当社が当該報告内容を東京証券取引所に報告すること、及び当該報告内容が公衆の縦覧に

供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定です。 

 

（４）割当予定先の払込みに関する財産の存在について確認した内容 



当社は、割当予定先である新光商事から、本第三者割当に係る払込みに要する資金は確保され

ている旨の報告を受けており、また、割当予定先である新光商事が 2024年６月 25日に関東財務

局長宛てに提出した第 71期有価証券報告書（自 2023年４月１日 至 2024年３月 31日）に

記載の連結貸借対照表を閲覧し、同社が本第三者割当の払込みに要する十分な現預金及びその他

流動資産を保有していることを確認し、当社として本第三者割当に係る払込みに要する資金等の

状況に問題はないものと判断しております。 

 

７．処分後の大株主及び持株比率 

処分前（2024年９月 30日現在） 処 分 後 

株式会社ケイエムエフ 23.13％ 株式会社ケイエムエフ 22.68％ 

株式会社エスグラントコー

ポレーション 

9.02％ 株式会社エスグラントコーポ

レーション 

8.85％ 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 

8.14％ 日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 

7.98％ 

みずほ信託銀行株式会社 

退職給付信託 ソニーグル

ープ 003口 再信託受託者 

株式会社日本カストディ銀

行 

8.11％ みずほ信託銀行株式会社 退

職給付信託 ソニーグループ

003口 再信託受託者 株式会

社日本カストディ銀行 

7.95％ 

ＳＢＩホールディングス株

式会社 

3.63％ ＳＢＩホールディングス株式

会社 

3.56％ 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2.97％ 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2.91％ 

みずほ信託銀行株式会社 

退職給付信託 ソニーグル

ープ 008口 再信託受託者 

株式会社日本カストディ銀

行 

2.60％ みずほ信託銀行株式会社 退

職給付信託 ソニーグループ

008口 再信託受託者 株式会

社日本カストディ銀行 

2.55％ 

株式会社みずほ銀行 2.51％ 株式会社みずほ銀行 2.46％ 

レスター従業員持株会 2.40％ レスター従業員持株会 2.35％ 

株式会社日本カストディ銀

行（信託口） 

2.26％ 株式会社日本カストディ銀行

（信託口） 

2.21％ 

（注）１．処分前の持株比率は、2024年９月 30日現在の株主名簿を基準として発行済株式（自己

株式 2,504,680 株を除きます。）の総数に対する保有株式数の割合を記載しておりま

す。 

２．持株比率は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

３．処分後の大株主及び持株比率については、処分前の大株主及び持株比率に、本自己株

式処分による株式数を加え、また、2023 年９月 30 日現在の自己株式を除く発行済株

式総数 27,567,943 株に本自己株式処分による株式数 550,000 株を加えた 28,117,963

株を発行済株式総数とみなして算出した保有株式数の割合を記載しております。 

４．みずほ信託銀行株式会社退職給付信託ソニーグループ 003 口 再信託受託者 株式会

社日本カストディ銀行の持株数 2,234,820 千株（議決権数 22,348 個）につきまして

は、有価証券委託契約により、ソニーグループ株式会社が議決権行使指図を行う旨み

ずほ信託銀行株式会社より通知を受けております。 

５．みずほ信託銀行株式会社退職給付信託ソニーグループ 008 口 再信託受託者 株式会

社日本カストディ銀行の持株数 717,000 千株（議決権数 7,170 個）につきましては、

有価証券委託契約により、ソニーグループ株式会社が議決権行使指図を行う旨みずほ

信託銀行株式会社より通知を受けております。 



６． 2024年10月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、

株式会社エスグラントコーポレーション及びその共同保有者である株式会社シティイ

ンデックスイレブンスが、2024年９月29日現在で次のとおり株式を保有している旨が

記載されておりますが、当社として2024年９月30日現在における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名又は名称 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有割合 

（％） 

株式会社エスグラントコーポレーション 53,400 0.18 

株式会社シティインデックスイレブンス 0 0 

計 53,400 0.18 

 

８．今後の見通し 

本資本業務提携及び本第三者割当が 2025 年３月期の当社の業績に与える影響は精査中であり、

今後、開示すべき事項が生じた場合は、判明次第速やかに公表いたします。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当は、①希薄化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないこ

とから、東京証券取引所の定める上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見入手及び株主

の意思確認手続きは要しません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 

売 上 高 399,590百万円 487,129百万円 512,484百万円 

営 業 利 益 7,588円 14,423円 15,931円 

経 常 利 益 6,711百万円 12,043百万円 9,690百万円 

親会社株主に帰属する当期純

利 益 
5,957百万円 7,085百万円 7,004百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 198.12円 235.64円 232.95円 

１株当たり配当金(内１株当

た り 

中 間 配 当 金 )  

100.00円 

(45.00円) 

115.00円 

(40.00円) 

115.00円 

(55.00円) 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 2,580.33円 2,686.31円 2,800.38円 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2024年９月 30日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 30,072,643株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％ 

下限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％ 

上限値の転換価額（行使価額） ―株 ―％ 



に お け る 潜 在 株 式 数 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 

始  値 2,035円 1,954円 2,181円 

高  値 2,099円 2,456円 3,250円 

安  値 1,800円 1,852円 2,058円 

終  値 1,977円 2,164円 3,035円 

 

② 最近６か月間の状況 

 
2024年 

５月 
６月 ７月 ８月 ９月 10月 

始  値 2,980円 3,050円 3,195円 2,964円 2,912円 2,706円 

高  値 3,055円 3,260円 3,270円 2,982円 2,929円 2,788円 

安  値 2,858円 2,970円 2,892円 2,270円 2,566円 2,563円 

終  値 3,000円 3,195円 2,964円 2,874円 2,710円 2,652円 

（注） 2024年 10月の株価については、2024年 10月 30日現在で表示しております。 

 

③ 処分決議日前営業日における株価 

 2024年 10月 30日 

始  値 2,634円 

高  値 2,666円 

安  値 2,622円 

終  値 2,652円 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

 該当事項はありません。 

 

11．処分要項 

(１)処分株式数 普通株式550,000株 

(２)処分価額 １株につき金2,652円 

(３)処分価額の総額 金1,458,600,000円 

(４)処分期日 2024年11月20日 

(５)処分方法（割当予定先） 第三者割当の方法により、新光商事に全株

式を割り当てます。 

(６)処分後の自己株式数 1,954,680株 

(７)その他 上記各号については、金融商品取引法に基

づく届出の効力発生を条件とします。 

 

以上 


